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 令和６年版（第１８回） 

「継続地代の実態調べ」をめぐって  

   「継続地代の実態調べ」取り纏め事務担当 

                株式会社横須賀不動産鑑定事務所             

               不動産鑑定士 林 達 郎 

 【はじめに】  

日税不動産鑑定士会では、３年毎に継続地代について

の調査を実施し、その結果を冊子に取り纏めて刊行して

きました。今回、その第 18回目となる調査結果が纏まり、

令和 6年版 (第 18回）｢継続地代の実態調べ」として刊行す

る運びとなりました。  

本実態調べは、建物所有を目的とする借地権すなわち

既存の借地権に係る地代を対象としています。  

借地権に関して、現行は｢借地借家法（新法）｣により

律せられていますが、この｢借地借家法｣は平成 3年 10月 4

日法律第 90号として制定され、平成 4年 8月 1日に施行され

ました。  

一方、この法施行時に現存していた既存の借地権は、

戦前から、そして戦後も高度経済成長によってもたらさ

れた旺盛な宅地需要を背景に設定された借地権が主流で

あり、これらは地主の正当事由を具備した更新拒絶が無

い限り更新されて法的には半永久的に存続することがで

きます。なぜなら、法付則 4条但し書きにおいて「････

廃止前の建物保護に関する法律、借地法及び借家法の規

定により生じた効力を妨げない。」として、いわゆる「旧

借地法」が適用されるためです。半永久的に更新が繰り

返されて地主へ返還されることはなかなか無いとなれば

当然、新規に貸地をする地主は減少の一途を辿ります。  

そんな中で、旧法による借地権は徐々に併合等により

解消され、一般借地権自体の数は減少傾向にあります。

総務省統計による住宅の土地所有形態に関する調査を取

り纏めると以下の通りとなっています。  

「表№ 1」住宅の借地権数とその他所有関係  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省統計局「住宅・土地統計調査（ 5年毎）」  

注）平成 25年と 平成 30年公 表値は統 計の取 り方に 不連 続な部分 がある た

め、㈱横 須賀不 動産鑑 定事 務所が総 務省へ のヒア リン グを実施 し補正  
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終戦直後は都内の土地の大半は借地であったと言われ

ていたものが、①借地人が底地を買い取る、②底地人が

借地権を買い取る、③そして、借地人が自ら借地の返還

を申し出るような形で借地契約の解消が進んできていま

す。  

また最近の特徴としては、不動産業者が底地を積極的

に取得し、取得後にこれまで没交渉であった地代の増額

改定交渉に乗り出す、そして交渉が折り合わないときは

底地を買い取るよう促す交渉をするといった動きもみら

れます。さらに、業者でなくとも世代交代にともなって、

不安定な借地状態を整理したいとのことから、借地人か

らの底地の買い取り案件も増加しています。  

そのため、借地契約を更新していく賃借人が多い一方

で、全体としては借地契約の総数は年々減少し、不動産

の利用形態全体に占める旧法借地の存在割合は低下して

いるように思われます。（つまりかつては多数派であっ

た借地人という存在が徐々に少数派になってきている時

代の流れがあります）  

なお、新法に基づく普通借地権についても、多少は旧

法に比べ内容が改善されたとはいえ相変わらず返還まで

の道のりは遠く、新たに契約が締結される普通借地権は

極めて少ないのが実情です。  

ただ、定期借地権であれば、基本的には土地は返って

きますので、そちらの利用は比較的堅調に伸びているこ

とが統計からも読み取れます。  

そんな乏しくなる一方の旧借地法に基づく希少な情報

の提供を承諾して下さった地主・借地人の皆様に支えら

れて、どうにか今回の発刊にこぎつけられました。  

ご協力頂きました皆様には心から感謝を申し上げます。 

 

ご覧のとおり、普通借地契約は減少の一途を辿ってい

ますが、本書はそういった、やがては終焉を迎えるかも

しれない「旧法借地権」のデータが中心の分析であるこ

とは予めお伝えさせて頂きます。  

大半の借地契約が消滅していくなかで、長らく存続し

てきたわけですから、残っているだけの理由もあるかも

しれません。ケースによっては没交渉により殆ど動きが

なく、公租公課以下の地代で放置されてしまっていると

いった事例も含まれています。それも継続地代の実態の

一面ではあるので、これも掲載はさせて頂いています。  

ただ、没交渉の当事者の賃料の改定結果と、きちんと

頻繁に継続的に相互に話し合い、建設的な地代交渉を経

てきた当事者の地代水準では結果は大きく変わってくる

ということも尊重する必要があるかもしれません。  

地代の難しいところは、没交渉であればあるほど、地

代は横ばいとなり易く、租税や物価の上昇に伴い、底地

人は純利益は減る一方となりますので、より調停や訴訟

に打って出るだけの体力を持ち合わせることが難しくな

っていきます。  

その意味で没交渉で時を経れば減るほど、借地人が有
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利になり、現に、ただでさえ割安な地代であるにもかか

わらず、改定がなされず、結果として借り得が広がって

きた歴史があります。  

と言いますのも、安い地代 (借り得がある状態 )であれ

ばあるほど長期に渡って借り続けることが可能であり、

低次の利用を続けていても、借りている側としてはあま

り痛みを感じないでいられることになります。そのため

このような割安・没交渉の事例が増々残りやすくなって

きます。  

こういった難ありの特徴のある事例ですが、本書の事

例以外にはなかなか継続地代に関する資料を入手するこ

とが困難であり、平均地代水準や、平均活用利子率、平

均の公租公課倍率が公表されているとなると、それを拠

り所として交渉がなされ、数字が独り歩きしがちになり

ます。  

ところが、場合によっては契約の経緯からみると、一

般的な公表数値によることが不適当な場合も生じ得ます。 

例えば、継続地代には地代家賃統制令等の当事者の意

思ではどうにもならない歴史的な経緯もありましたし、

その後の当事者の事情や契約の改定の経緯、更新料の授

受や権利金の授受があるか、もともとは畑や野原だった

場所を貸し出しているのか、それとも戦前から市街地で

あった場所かなど、千差万別の契約形態、契約の過程を

たどってきています。  

これらの地代が一律に公表値と同じような水準であっ

て良いとはとても言えません。  

もっとも、一つの契約の経緯や事情を詳細に分析する

には相応の時間がかかりますし、多くの契約を過去から

現在まで追跡することは専門家でなければ困難でしょう。

その意味では、平均値を参考にしながら、「本件ではこ

ういった事情があるので、公表されている平均より高く

あってもよい。」とか、「個々の事情・経緯を分析して、

平均よりも低くあってもよい。」といった目安としては

活用して頂くことはありうるでしょう。  

ただ、そのためには、一つの切り口から分析しても不

十分で、多面的な検討が必要となります。  

本書では、そのような多面的な分析をして頂けるよう

に、地代水準・活用利子率・公租公課倍率・改定率とい

った観点から分析をしております。本年からはこれらの

分布の状態も含めて、単純に平均値だけで判断すると見

誤る可能性があることから中央値も示し、実態の把握に

資するように多角的な資料の提供を試みます。  

更に、公租公課倍率についてはこれまでは地域性に基

づく倍率のみを検討しておりましたが、事例の契約の用

途・実際の用途の観点から公租公課倍率を分析する切り

口を平成 30年度版から追加しております。  

これまで公租公課倍率は地域の用途を基準に倍率を計

算していましたが、実は、公租公課は敷地の上に建って

いる建物の用途によってそれ以上に大きな影響を受ける

のが実態であることから、これまでの分析に追加する形
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で、実際の建物の用途が非住宅・併用・住宅の場合にど

のように公租公課倍率の実態が変わってくるのかも、検

証ができるように改めています。また、公租公課倍率の

分布の状況についても確認することで、単純に借地上の

建物の用途だけで公租公課倍率を比較検討してもそれは

それで問題があることも今回判明した部分ですので、分

布図を交えてその点も解説したいと思います。  

できれば一つの指標のみに着目するのではなく、契約

を多面的に分析するとともに、個別の契約の経緯・事情

についてもしっかりと踏まえたうえで、今後の継続地代

の在り方についてご検討を頂ければ幸いです。  

【最近の動向】  

継続地代の場合は、とりわけ普通借地権として新規に

建物を貸し出す事案が旧法ではあり得ないということ、

そして、新法になってからの普通借地の事例も依然とし

て乏しく、「継続地代と比較すべき新規地代とは何か？」

という問いが常にございました。  

この解として、完全とは言えないものの、定期借地権

の事例の新設は多くみられます。また最近は借地権を解

消した後の利用としてコインパーキング等の利用が多く

みられ、これらの地代水準も比較的多くのデータが出回

るようになってきました。  

これらのデータは普通借地権ではないものの、いわゆ

る新規の地代という部類には該当するので、概念上の新

規地代と比較して「現在の地代は高いのか、安いのか。」

という比較のために、地代交渉の現場で頻繁に登場して

きます。時代は進み、インターネットの普及、新規の借

地借家法にもとづく地代あるいは、駐車場使用料等の借

地借家法の適用のない土地ニーズの向上などを受けて、

そういった地代の情報も当事者の交渉の中で利用されて

くるのも時代の流れとして自然なことかもしれません。  

基本的には継続地代の大半は土地を新規に何らかの形

で貸し出した場合の地代と比べれば圧倒的に低く、いっ

てみれば新規の賃貸市場からは取り残された状態にある

ものが多いのが実態で、現在もその傾向は強いといえま

す。  

これらは契約の種類が違うので、「水準が違って当然」

とこれらについては目をつぶって交渉をする傾向もあり

ました。  

しかし、東京高裁の平成 14年 10月 22日賃料減額確認請

求控訴事件に象徴されるように、単純にそうも言ってい

られない状況も生じています。  

といいますのは、この判決の中では、「借地権の地代

は、従前借地法で賃借人の権利が強く保護されているこ

とから、これを増額することが困難な状況が続いた。す

なわち、借地法により賃貸人の解約権が制限されるため、

増額を求める賃貸人の交渉力は限られたものとなり、勢

い地代が不相当に低額であっても、これを適正化するこ

とが困難であった。しかし、借地法は、賃貸人の解約権

を制限するのみであって、そのような解約権の制限は、
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賃借人が地代の減額を求める際の交渉力を強めるもので

はない。」と判示されており、借地権があるからといっ

て、当然に割安に借りる権利があるわけではなく、借り

得がある状態の賃料を更に割安に貸せとは言えないと明

言しています。  

判例は事件ごとに示されるもので、必ずしもすべての

借地に対してこれを適用しなければならないわけではな

いのかもしれませんが、高裁の判決ということで、一定

程度重く受け止める必要もあり、不動産業界（特に不動

産鑑定業界）の中では一つのターニングポイントとなっ

た判例ではあります。  

確かに元はといえば、関東大震災・戦災当時あるいは

高度経済成長期が旧東京市における借地の大半のスター

トではありますが、当時の状況からすれば更地を貸し出

したのですが、地代統制令という統制経済の影響もあっ

たり、住宅不足ということもあり、特に都内の地代を基

本的に低位に抑制し、借地人の生活を保護しようという

政策が継続してきていました。  

このような統制経済の中では権利金を払わずに割安に

借り続けることができ庶民の生活の基盤を確立するには

役にたったことも多かったでしょう。しかし、経済変動

も落ち着きをみせ、市場に価格・賃料が委ねられる中で

バブルが発生・崩壊し、結果として土地価格や公租公課

がバブル崩壊後下がっていった時期があったのですが、

既に相当程度割安な状態の地代水準にあるのに、地価や

公租公課が下がったなどという理由で、割安な (借り得が

ある )地代を更に値下げしろと要求することは、公平の観

点からみて不適当ということは、非常に納得し易い結論

でもありました (すでに得をしている借り主にさらに得

をさせることが公平かどうか )。  

実際、建物所有目的よりも低次の利用である駐車場の

利用でさえ高い地代が授受されている昨今の実情や、定

期借地権の案件でも旧法借地の地代と比べると高い地代

授受の例が多い昨今の状況からすると、地代交渉のあり

方も、時代とともに変わってくるのも自然なことかもし

れません。  

歴史を振り返ると、借地権の強弱は時代とともに変化

しています。旧借地の事案の多くは権利金の授受なくス

タートし、地代家賃統制令や賃料の粘着性から、地主の

多くは土地を持っていても割安な地代しか収受できない

ものだという意識が長い年月の間に定着していった側面

があり、一方借地人には割安な地代で長年貸されてきた

ため、時の流れの中で大多数がそれを当たり前に感じる

ようになり、そのため借地人はあたかも物権に準ずる強

い借地権という強固な権利を持っており、当然に安く借

りる権利があるかのような権利意識がとりわけ都内では

定着した背景がありました。  

これが自然発生的な借地権と呼ばれるものの典型的な

経緯ですが、こういった自然発生的な借地権については、

バブルが崩壊し地価が下がり、公租公課が下がった状況
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があったとしても、裁判等で争うと、賃貸借の過去の経

緯からすると、「現在の地代の額はなお適正地代からみ

て低額」と判断される可能性もあることに留意が必要で

す。  

その意味では、継続賃料の判断においても、新規賃料

（適正地代）の水準を把握しておく必要があり、旧借地

法ではない他の種類の契約を代用してでも、土地を新規

に貸し出した場合の地代としての適正額を確認しておく

ことは、賃料改定の方向性を確認する意味では必要な事

項となってきているように思われます。  

もちろん、①権利金を払っている場合や②借地権が譲

渡を経ている場合、③あるいは公租公課等や一定の算定

式により地代を取り決めているなど地代算定根拠を合意

によって定めたりしている場合、④相応の更新料を借地

人が支払って、割安に借りる権利を賃貸人との間で保全

する措置を講じている場合等には、それなりに割安に借

り続けることに対する共通認識があったりしますので、

上記の場合と扱いが異なることもありうるかもしれませ

ん。  

その意味で、割安に借りることの経済的利益 (借り得 )

を有償で獲得・保全している場合と無償で自然発生的に

生じただけという場合等では、地代交渉は必然的に変わ

って来ざるを得ません。  

都内では高額な借地権価格が存在することを前提にし

て借地権が取引されることが多いのですが、これは現在

の地代の額でも賃借人からみれば大きな借り得があり、

それが故に相応の借地権価格という経済的な利益が借地

人に生じている、つまり賃借人は相当に割安に借りてい

るということの証でもあるのです。  

反対に地方圏においてはこのように土地価格に比して

割安に借りるという概念が殆どなく、借地権が価値ある

ものとしてそもそも認識されていないことの方が多いで

す。  

こういった様々な見地から契約と向き合ったうえで、

千差万別の本書掲載事例と向き合って頂ければ、誤った

方向に継続地代を誘導することはなくなってくるでしょ

う。  

加えて、時代の変化や法律・判例の考え方によって当

事者の交渉は変わってきていますので、本書とともに

様々な判例等も併せて探って頂ければと思います。  

最後に、本書では地代と共に更新料についても調査を

行っています。平成 23年７月 15日最高裁の判決によれば、

更新料特約は有効としています。「更新料は賃料とともに

賃貸人の事業の収益の一部を構成するのが通常であり、

その支払により賃借人は円満に物件の使用を継続するこ

とができることからすると、更新料は、一般に、賃料の

補充ないし前払、賃貸借契約を継続するための対価等の

趣旨を含む複合的な性質を有するものと解するのが相当

である。」そして、「更新料の支払にはおよそ経済合理

性がないなどということはできない。」  
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その一方で、契約書に更新料の授受の定めがなければ

更新料の支払い義務がないと解されるような文言も付さ

れていました。  

「更新料条項が賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記

載され、賃貸人と賃借人との間に更新料の支払に関する

明確な合意が成立している場合に、賃貸人と賃借人との

間に更新料条項に関する情報の質及び量並びに交渉力に

ついて看過し得ないほどの格差が存するとみることもで

きない。」  

地代の中には口頭契約で始まったりするものも多く、

当然こういった約定は契約書に書くような時代でもなか

った背景もあり、契約書に更新料の定めがある契約の方

が少ないかもしれません。  

そのため、この判例を盾にして、更新料の授受を拒絶

する借地人が増加している側面があるようなのですが、

そうすると更新料を引き続き授受している方と、授受す

ることを止めたという方の両者が存在することになりま

す。  

公平の観点からみると、更新料を授受する借地人と、

授受しない借地人の実質的な賃料の差をどのように調整

すべきか、非常に迷うことになりますが、果たしてどう

地代に影響していくのでしょうか。  

現実には様々な交渉が個別になされているようです。  

ヒアリングによる更新料を払わない場合の調整方法の

一端をご紹介すると、  

①更新料を払わないのであれば、契約は更新しない。

法定更新となるので建物が朽廃し借地権が消滅するまで

待つ。その意味で受領しなくともよい。といった対処の

方もいれば、  

②周辺の多くの事案が更新料を払っている場合には、

公平の観点からみて建替え時に建て替え承諾料に上乗せ

して、更新料相当も清算する。  

③これまで支払ってきたのに、今回は更新料を支払わ

ないならば、その期間に更新料を案分して賃料に上乗せ

する。  

④そもそも払う義務はないのだから、更新料を支払わ

ずこれまでと同じ賃料を支払い続ける。  

など実務的には、様々な対応がみられ、何れが正解な

のかは明言できない混沌とした状況です。  

ただ、今回の調査においても駐車場の地代や定期借地

権の地代のデータも見かけるようになり、集計からは除

外はしているものの、旧借地法の地代と比較するとかな

り高い水準で成約していることが改めて確認されました。 

その意味では、割安に借りられていることが世の中の

一般のデータからも、容易にわかる時代が到来していま

す。そのため、以前に比べれば、更新料を支払わずに割

安に借り続けるという主張は、経済的にみれば通りにく

くなっているのかもしれません。  

更に今回は、これまで蓄積してきた更新料のデータを

基に①更新料の土地価格に対する割合と②更新料の月額
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支払地代に対する倍率を集計し取り纏めています。  

今回収集された事例数及び、これまで収集してきた事

例数の推移は次の通りです。  

 

【本調査の背景】  

ところで、継続地代の実態調べがこれまで長きにわた

り発刊されてきた経緯等に触れたいと思います。  

これまで継続地代については、各事例の地価との関連

や地域内の他の地代等の情報が殆ど見当たらない状況に

ありました。  

とりわけ不動産市場の中でも借地市場は閉鎖的であり、

賃貸借の当事者以外にはその地代等、殆ど公開されるこ

とがありません。従って、地代事例を得ること自体が至

難の業です。  

そこで、昭和 40年代の末頃、不動産鑑定士と税理士の

両資格を有する会員で構成される任意の研究グループ

《日税不動産鑑定士会》が中心となり、地代の鑑定評価

や地域社会に役立つことを検討した結果、「継続地代の

実態調べ」を実施することとなったものです。  

そして、これに賛同して下さった他の税理士・不動産

鑑定士等の多くの方々の協力を得ることができ、東京都

及びその周辺地域を主とする「既存の借地権に係る事例」

を収集し、その地代の実態に関する調査を実施、「継続

地代の実態調べ」として取り纏めていました。その後も

３年毎に実施してきたものです。  

総数　
内、東京都

２３区

1,178〃

857〃 727〃

742〃

1,102〃

973〃

1,118〃

986〃

1,081〃

996〃

1,271〃

1,123〃

870〃

660件

1,365〃

1,188〃

1,249〃

1,172〃

1,171〃

1,306〃
第１０回

（Ｈ１２年）

第１１回
（Ｈ１５年）

平成18.1.1現在

平成21.1.1現在

平成12.1.1現在

806件

1,588〃

1,399〃

1,435〃

1,359〃

「 表№2 」　「継続地代の実態調べ」の実施時期及び収集事例数

昭和54.1.1現在
第３回

（Ｓ５４年）

昭和63.1.1現在

平成3.1.1現在

平成6.1.1現在 1,301〃

第１回
（Ｓ４９年）

第６回
（Ｓ６３年）

第７回
（Ｈ３年）

　　　    摘要
調査
実施回数

第２回
（Ｓ５０年）

昭和49.1.1現在

昭和50.1.1現在

628〃 540〃

調査時点

収集事例数

第１２回
（Ｈ１８年）

第１３回
（Ｈ２１年）

昭和57.1.1現在

昭和60.1.1現在

第８回
（Ｈ６年）

第４回
（Ｓ５７年）

第１６回
（Ｈ３０年）

平成30.1～4月

平成9.1.1現在

第５回
（Ｓ６０年）

平成15.1.1現在

第９回
（Ｈ９年）

第１４回
（Ｈ２４年）

平成24.1.1現在 679〃 587〃

第１５回
（Ｈ２７年）

平成27.1.1現在

第１８回
（R６年）

令和6.1～4月 744〃 663〃

858〃 684〃

第１７回
（R３年）

令和3.1～4月 674〃 546〃
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昭和 49年を第１回目として、ほぼ 50年間における東京

都及びその周辺地域の「既存借地権の地代に関する実態」

のデータが蓄積されたことになります。  

なお事例収集においては、社会に有用なデータとなる

ことはご理解頂けても、なかなかご自身の地代が公表さ

れることはためらいがちです。そこで、更に開示基準を

厳格化し、番地は提供せず、丁目までの表記に留め、更

には面積も小数点以下は丸めるといった対応を取ること

により、個人情報の特定が不可能な状態に加工して、情

報提供を行うこととしています。  

こうして、やっと一定数が収集された後に、それらの

必要事項の点検等を行った上で、事例を住宅地図（ブル

ーマップ）で確認するのですが、最近は地図に名前が記

載されていないものが多くなりました。  

個人宅なら特に問題はないのですが、居宅か店舗かの

特定に難儀するようにもなりました。そこで、グーグル

マップのストリートビュー機能を用い、地図で対応でき

なくなった部分を補い、精度を高めるようにしています。

また公租公課倍率を非住宅と併用、住宅に分けて詳細な

分析ができるようにする観点から、不明瞭なものは、登

記記録を取得し、建物の用途を確認する作業を増やしま

した。  

これらの一連の確認作業を行った後、以下の調査方法

によって分析を進めていくことになります。  

 

１．令和 6年版「継続地代の実態調べ」の概要  

(1)   調査目的・調査方法等  

まず、調査時点（令和 5年現在・令和 6年 1月～ 4月）に

おける「東京都 23区及びその周辺の地域を主とする借地

権にかかる継続中の地代事例」を収集しました。  

4月を境に地代の多くが改定されており最新データを

提供していただいているものも併せて掲載しています。。 

また、長年に渡って用途的地域（地域の環境）が商業

地系・住宅地系かどうかの振り分けを行って、東京都 23

区における「地代の水準 (平均地代月額 )」「地価に対す

る地代（支払賃料）の割合（活用利子率）」「地代の変

動状況」及び「地代の公租公課に対する倍率」について

取り纏めてまいりましたが、借地契約はもともと長期間

に亘って継続されるものであり、その経緯や個別的事情

等が多様になってきています。  

同一場所の同一地主との契約においても、その賃料等

は多様な違いがみられることが多いのが実情です。  

こうしたことから、実態調べにあたっては、それら個

別事情等は追求せず（商業地・住宅地とかの地域の別、

実際の用途、あるいは堅固・非堅固等の建物利用の状況

の一定枠内に留めることにして）、むしろ、相当数の事

例を実証的に取り纏め、地域における地代の水準がどの

程度のものなのか、地価との関係がどのようになってい

るのか等といった分析を中心に行ってきています。その
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方針は基本的には変わりませんが、実際に利用されてい

る契約の内容 (建物の用途 )については特に公租公課倍率

に大きく影響することから、公租公課倍率に限っては従

来の地域の用途に従った集計方法のほかに、実際の建物

の用途を基準に分析を行い、倍率を検討するように工夫

いたしました。また相続路線価も参考までに分析してい

ます。  

これらにより、これまで以上に多角的な分析が可能に

なっています。もちろんデータの継続性は重要ですから、

フォームは基本的には削らず、項目を追加するのみで実

施をしています。  

 

【調査期間における地価の動向】  

  令和 4年～令和 6年の地価公示における商業地及び住宅

地（表№ 3）の地域別対前年変動率を示すと次の通りと発

表されています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「表№ 3」地価公示の商業地・住宅地の地域別対前年変動率  

 商  業  地    R4.1.1   R5.1.1   R6.1.1 

 三大都市圏  0.7％  2.9％  5.2％  

   東  京  圏  

  大  阪  圏  

  名古屋圏  

  0.7％  

0.0％  

1.7％  

 3.0％  

2.3％  

3.4％  

 5.6％  

5.1％  

4.3％  

 地   方   圏  0.2％  1.0％  1.5％  

 全     国  0.4％  1.8％  3.1％  

 住  宅  地    R4.1.1   R5.1.1   R6.1.1 

 三大都市圏      0.5％     1.7％     2.8％  

   東  京  圏  

  大  阪  圏  

  名古屋圏  

    0.6％  

   0.1％  

   1.0％  

  2.1％  

  0.7％  

  2.3％  

  3.4％  

 1.5％  

2.8％  

 地   方   圏   0.5％    1.2％     1.2％  

 全     国    0.5％    1.4％     2.0％  

                             資料：国土交通省  

公示価格についても、３年前と比較して商業地は全て

の地点が上昇し、特に令和 6年の評価では商業地域・住宅

地域ともに大幅な上昇を示しています。なお、令和 3年は

コロナ禍の影響により、微減が多くなっていましたが、

ここ 3年の間にその下落は取り戻し、さらに価格が上振れ



 

 - 15 - 

しています。そのことが、東京圏における地価公示の地

域別対前年変動率の内訳「別表№ 5」から確認できますの

で、ご参照ください。  

 

(2)   資料の収集方法と調査事項  

51頁「別表№６」に示す調査票を各会員等に配布し、  

調査時点現在（令和 5年現在）における賃貸借が継続中の

既存の借地権に係る地代額（直前の地代の改定状況等を

含む）、更新の状況とその期間等、用途別、地上建物の

状況等の条件、調査日の直前年度 (令和 5年度 )の固定資産

税等（得られる場合）について、各々回答を得、それら

の集計・分析を行う予定ではありました。  

ただ、この中でも賃料改定が直近にあったとして、 4

月からの地代や固都税をご記入頂いている回答も多くみ

られました。また、令和 6年版調査というのは、おおむね

令和 5年のデータを提供していただいていることになり

ますが、令和 6年 1月前後データも多く提供頂いています。 

 そこで、調査時点を令和 5年及び令和 6年 1月～ 4月と幅

広くすることで、アンケートの回答に相応する集計結果

となるように期間を改めています。  

また、旧来は実際の用途が商業系であれば、商業地域

にある借地が多かったのですが、長い年月の間に用途が

混在し、それが崩れてきた感があります。そこで、アン

ケート用紙には実際の用途と地域の用途を記載して頂け

る項目を用意しています。  

それに加えてグーグルマップ等で追跡調査をすること

により、回答の中で商業用となっていても、実際上は殆

どが店舗の上に居宅があるようなものが多く、課税上は

小規模住宅と同等であるものも少なくないことが判明し

ました。また、最近ではかつての商業地域に共同住宅が

多く建ち並び、利用用途が共同住宅・店舗付共同住宅等

というものが多くなりました。かつてのフォーマットで

すと、これらを住宅地に分類すべきか、商業地に分類し

てよいものか、編集者側でも迷い判断にブレが生じるよ

うなことが多くなっていました。そこで前々回からは、

地域性はこれまで通り記載しつつ、実際の建物の用途も

記載して頂けるように、地域の用途と実際の用途を区別

して記載・分析ができるようにしています。  

 

２．令和 6年版「継続地代の実態調べ」の結果概要  

(1) 収集資料数  

資  料  総  数       ･･･ ７４４件  

内、東京都２３区    ･･･ ６６３件  

      

注）これまで継続してきた事例の中には契約が終了し、

借地権事態が消滅しているものも多くなってきて

いるのが実情です。  

 

①  契約が終了し、駐車場となってしまい、掲載が叶
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わないものが多くありました。  

②  また、昔からの借地の場合その建物が老朽化し、

店舗ももはや営業せず、しかし 2階の店舗には居住

目的で借地人が住んでいる例や、実質空家となっ

ているものが増えて参りました。借地人には底地

を買う資力もなく、更新料を払う資力もない。ま

してや建替え承諾料や建物建築費も払えない状態

かもしれません。  

そうした取り残された状態の物件も多く、次の世

代交代が待たれているといった状況ですが、地代

も払えない状態となれば、やがて契約は消滅して

いくこともありうるかもしれません。  

 

実際、借地権が売れるという考えにたどり着いて

いない方もいらっしゃいますし、仮に知識があった

としても、建物が老朽化した状態では、値が付きに

くく、更新料や建替え承諾料や譲渡承諾料等も一気

に調整を図るとなるとハードルは上がります。  

そもそも地主が長らく割安に貸してくれていた土

地という認識で、契約期間が満了すれば建物を取壊

してお返しする約束なので、契約終了時にはお返し

するか、資力がないので、建物だけは地主さんに取

壊しをお願いする形で借地契約を終了する事例も散

見されているのが実情です。  

 

 

 (2) 地代水準  

調査時 (令和 5年及び令和 6年 1月～ 4月 )の継続地代の

平均月額を東京 23区の各区別、用途別（高度商業地・

普通商業地・住宅地）に区分して集計したところ、 36

～ 41頁の「別表№ 1-1～ 1･2、 1-2～ 1･2、 1-3～ 1･2」の

通りでした。  

なお、これら東京都 23 区の用途別平均地代額につい

て、過去の実態調べのデータと比較して、平成 21年か

ら令和 6年の間の６回分にかかる推移をみると「表№

４」の通りです。（昭和 49年～平成 18年分は割愛。）  

この「表№４」に見られるように､ 東京都 23区にお

ける令和 5年・ 6年 1月～ 4月現在の  

・住宅地の平均地代は月額 1,492円 /3.3㎡程度であり、 

・普通商業地のそれは住宅地地代の 1.87倍の月額

2,792円 /3.3㎡程度、  

・高度商業地のそれは、住宅地地代の 12.87倍、普通

商業地の 6.9倍の月額 19,196円 /3.3㎡程度となっ

ていました。  

 

 ただし、前回に引き続き、本年の高度商業地について

は、全体としては中央区銀座の事例が多く得られた一方

で、その他の高度商業地の事例の提供があまりなかった

ことから、下落したとはいえ、比較的高い水準が継続し

ています。 
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平均地代 住宅地 平均地代 住宅地 平均地代 住宅地 平均地代 住宅地 平均地代 住宅地 平均地代 住宅地

地域別 月 額 地代と 月 額 地代と 月 額 地代と 月 額 地代と 月 額 地代と 月 額 地代と

（円/3.3㎡） の比 （円/3.3㎡） の比 （円/3.3㎡） の比 （円/3.3㎡） の比 （円/3.3㎡） の比 （円/3.3㎡） の比

（４７２件） （３８１件） （３３９件） （４７６件） （３６５件） （３７４件）

1,107 1.00 1,110 1.00 1,075 1.00 970 1.00 1,190 1.00 1,492 1.00

　　　　 （１８４件） （１５１件） （１６５件） （１４７件） （１０８件） （１９３件）

商業地 （倍） （倍） （倍） （倍） （倍） （倍）

1,944 1.76 1,963 1.77 2,021 1.88 2,370 2.44 2,249 1.89 2,792 1.87

の場合
（４１件） （３３件） （２３件） （１９件） （２５件） （３１件）

（倍） ※訂正 （倍） （倍） （倍） （倍） （倍）

13,480 12.18 12,592 11.34 14,291 13.29 22,893 23.60 21,042 17.68 19,196 12.87

令和３.１～４月現在

    （注）１．平均地代月額の算定に当たっては、地代事例のうち「税法上の相当の地代」の事例や著しく低廉なものは除外してある。

 「 表№４ 」 　東京都２３区における３.３㎡当たり平均地代月額の推移

住宅地の場合

平成２１.１.１現在

 　     　２．高度商業地とは、主として「銀座」「日本橋」「新橋」「有楽町」「渋谷」「新宿」「池袋」等（路線価、概ね1000千円以上
              の繁華街をいうが､「新小岩」商店街等の旧来からの商店街や繁華性に富む駅前商店街等(路線価、概ね500千円以上の駅
              前商店街）も含まれていた。令和6年はそういった事例を高度商業地の集計に含んだため、平均地代が低めに算出されている。

  　　    ３．各区別、用途別の詳細は別表№1-1～1・2、1-2～1・2、1-3～1・2の通り。

令和６.１～４月現在平成３０.１～４月現在平成２７.１.１現在平成２４.１.１現在

高度
商業地

普通
商業地

    摘要   
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また、前回（令和 3年1月1日現在）における 

・住宅地地代の平均月額は1,190円/3.3㎡でしたので、今回

も前回より上昇しています。継続案件を調査したところ

下落改定されていたものは全体の中で一事例もなく、他

は横ばいか上昇改定でした。 

・普通商業地の前回調査におけるそれも月額2,249円/3.3㎡

ですので、数値としては上昇しています。継続案件を調

査したところ下落改定されていた事例は一件のみで、そ

の他は横ばいか上昇改定でした。 

・高度商業地の前回調査においては、月額 21,042円/3.3㎡で 

数値としては減少なのですが、継続の案件を調べると下落

改定は一件もなく、概ね横ばい又は上昇改定という推移で

した。つまり、事例の入れ替わりのみで平均値が下がった

のであって、一件一件の事例が下落改定されているわけで

はないと判定されます。 

 

なお、住宅地・商業地等のいずれの地代も、一般的には

ほぼ横ばいから上昇推移であったことは、次の (3) 地代

の変動状況より如実に確認されます。 

 

(3) 地代の変動状況 

今回収集の東京都23区の地代事例のうち、前回調査時（令

和3年1月～4月）及び以前の地代額が判明している事例 

について、今回調査時までの３年間における地代の変動状況 

がどのようなものであったかを調べてみました。 

 その結果を46・47頁「別表№3-1･2」に纏めたところ次

の通りです。 

①  商業地系の場合 

    ・地代の推移が判明した事例 108件のうち、 

       79件が変動なし(73.1％） 

    28件が値上げ  （26.0％）･･･１件平均値上げ率  

26.4％ 

    1件が値下げ   （ 0.9％）･･･１件平均値下げ率 

                  △4.6％ 

②  住宅地系の場合 

    ・地代の推移が判明した事例 150件のうち、 

      110件が変動なし(73.3％） 

     40件が値上げ  （26.7％）･･･１件平均値上げ率 

19.9％ 

  ③ 工業地系の場合 

    ・地代の推移が判明した事例 18件のうち、 

16件が変動なし （88.9％） 

     2件が値上げ  （11.1％）･･･１件平均値上げ率 

42.2％ 

 

 このように、商業地、住宅地ともに大半が変動なし（概

ね横ばい）という形で推移していました。 

なお、値上げの事例は、かねてより改定交渉等にあった

ものが、更新年あるいは一定の係争等を経て、相当長期間

における調整等から大幅な値上げ改定がなされたものと推



 

 - 19 - 

測される事例が殆どであり、20～30年ぶりの改定もみられ

ました。そうした事例の中には、100％超の増額改定事例も

ありました。前回に比べ、やや増額改定される事例が多く

なり、増額改定幅も大きくなっています。 

その他、毎年のように固定資産税等の変動に連動する形

で、ここ３年は固定資産税が増加傾向にありましたので、

それに連動して僅かな改定を少しずつ実施している例もみ

られます。 

なお、普通商業地の一件の値下げは、改定率も僅かで、

実質的には横ばいと同視できますが、おそらく固定資産税

が直近合意当時（バブル期）よりも下がっているので、そ

れにあわせて調整がなされたと考えられます。 

このように経済変動に合わせて下落改定されることも一

応あることが、確認されました。 

 なお、工業地の事例は、ほとんどの地代が据え置かれて

いる状況で、値上げされた事例が1割超確認されました。ま

た、増額改定されたものの値上げ幅は 35～50％増と、比較

的大幅な改定がなされている事例を確認できました。  

 地代の改定は、地価の動向とは後追いとなる固定資産税等

の動向を受けて、さらにその後追いとなって実施される関

係から、平成８年度頃までは増徴されていた固定資産税等

が、平成９年度から引下げられ、地価はその後に若干の回

復傾向となったものの、公租公課は負担調整措置等により

それほどの増徴にはなっていませんでした。 

ただ、平成21年の評価替え時期には、ミニバブルの影響か

ら急激に評価額が上昇する状況がみられていました。しか

し、これについても、固定資産税の激変を緩和する措置が

設けられ、その後リーマンショックにより地価が急落した

影響もあり、税額についてはその後落着きを見せ、平成24

年以降は概ね横ばいとなる例が多くなっています。 

なお、平成27年の評価替えでは横ばいから微増程度の増長

にとどまりますが、平成30年の評価替により都内の大半の

固定資産税評価額が増長したのに合わせて、固定資産税も

毎年少しずつ増加する傾向が継続してきています。  

その後、コロナ禍のため固定資産税額の増額が一時的に抑

制されましたが、地価の上昇が継続し、令和に入ってから

はコロナ禍の時期を除き、固定資産税の増長が著しい地域

も出てきています。そのため、地代が値上げされている案

件が以前より多くなっていると考えられます。 

ただ、全般的には長い間生き残ってきた借地の事例だけ

あって、没交渉となっていることは否めず、大多数の地代

に動きがない状況は以前と変わりませんでした。短期的に

少額ながら増額改定するパターンと、長期間据え置いた後

に更新等をきっかけに大幅な増額改定をするパターンが多

く存在するように見受けられます。 
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(4) 継続地代の平均的活用利子率 

    ･･･（土地価格に対する支払地代の割合） 

これまでの実態調べと同様、東京都23区において土地価

格(更地価格＝公示地価ベース)を元本としたときの継続地

代(支払地代年額)の割合（これを当会の調査では「活用利

子率」と呼ぶ）が、どの程度のものなのかを検討し、土地

の価格と地代との相関関係について調べました。 

なお、この土地価格の把握にあたっては、これまで同様

に相続税路線価をもとに、公示地価に対する路線価の割合

が概ね80％程度とされることを踏まえ、その路線価を80％

で割戻した公示地価ベースの更地価格によって求めていま

す。極端に利回りの低い若しくは高い事例（0.3％未満のも

の、10.0％以上のもの）、あるいは相当の地代と記載のあ

る事例は排除し、商業地系と住宅地系との用途的地域別に

分けてその土地の価格(更地価格)と支払地代年額との割合

(比率)を算定しています。 

その商業地と住宅地の用途別における東京都23区全体

の「平均的活用利子率」を見ると次のとおりです。 

令和6年1月～4月現在の平均的活用利子率 

 ・東京都23区 商業地の場合･･･ 1.07％ （218件平均） 

  （土地の更地価格 × 1.07％ ＝ 年額換算支払地代） 

 ・東京都23区 住宅地の場合･･･ 0.70％ （367件平均）   

（土地の更地価格 × 0.70％ ＝ 年額換算支払地代） 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この活用利子率を前回のデータと比較してみると、  

 ・前回の令和3年においては 

      商業地  1.01％ ･･･（130件平均） 

      住宅地  0.67％ ･･･（361件平均） 

となっており、若干利回りが上昇した結果となりました。 
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東京23区においては、平成25年後半頃より地価は上昇傾向

となり、令和5年の路線価も殆どの地点が上昇していますの

で、地代が横ばいや微増とすれば、活用利子率は計算上下落

して査定されます。しかし、今回は前回調査に比べ、全体的

に地代を増額改定する割合が高まり、大幅な増額改定がなさ

れている事例も散見されたことから、活用利子率が上昇した

ものと思われます。 

なお、この東京都23区全体の「平均的活用利子率」について、 

平成21年からのデータとともに時系列に纏めると本頁「表№

５」のとおりです(昭和49年～平成18年分は割愛)。 

また、各区別の「平均的活用利子率」については、42～45頁

の「別表№2-1～1･2、2-2～1･2」のとおりです。 

　　　　　摘要

　用途別 平 均 的 平 均 的 平 均 的 平 均 的 平 均 的 平 均 的

活用利子率 活用利子率 活用利子率 活用利子率 活用利子率 活用利子率

7.6 7.9 7.2 7.0 6.7 7.0
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

（加重平均） （0.76％） （0.79％） （0.72％） （0.70％） （0.67％） （0.70％）

11.1 13.7 11.9 11.0 10.1 10.7
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

（加重平均） （1.11％） （1.37％） （1.19％） （1.10％） （1.01％） （1.07％）

　　（注記）

「表№５」 　　　　　東京都２３区における継続地代の平均的活用利子率の推移
           　　　   （平均的活用利子率＝土地価格に対する支払地代年額の割合）

７４２件から抜粋

　平成２１年

６８４件から抜粋

　平成３０年
　　（H30.1～4月時点）

資料件数

（４６８件）

（１５１件）

継続地代の事例

（１８５件）

継続地代の事例

５４０件から抜粋

　平成２７年
　　（H２７.1.1時点）

資料件数

（３３５件）

　　（H２１.1.1時点）

資料件数

（３71件）

　　（参　　　考）

商業地の場合

住宅地の場合 （３７５件）

　平成２４年
　　（H２４.1.1時点）

資料件数

継続地代の事例

５８７件から抜粋

（２０６件）

継続地代の事例 継続地代の事例

６６３件から抜粋

東京都２３区における継続地代の収集事例のうち、客観的な地価が判明したものについて、その土地価格に対する地代（支払賃料
年額）の割合を求め、それらの各区の平均的割合、即ち土地を元本としたときの平均的活用利子率を算定したものである。この客
観的な時価は、不動産市場で取引される現実の時価ではなく、その地点の相続税路線価を原則として80％で除して求めた価格を時
価とみなしたものである。なお角地等が確認されたものについては一定の補正を行い、地域の標準的な利子率が得られるよう努め
た。

　令和６年
　　（R6.1～4月時点）

資料件数

（３67件）

（218件）（１８３件）

５４６件から抜粋

　令和３年
　　（R3.1～4月時点）

資料件数

（３６１件）

（１３０件）

継続地代の事例
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３．地価と継続地代と固定資産税等について 

   (1) 地価と地代と固定資産税等の関係 

第11回(平成15年)調査から、地代とその土地にかかる

固定資産税等（以下「公租公課」という）の倍率につい

て調べています。 

地代は、既述のとおり、その土地を使用する対価であ

るから、本来的には地価との間に相関関係が認められる

とされながら、昭和30年代後半頃からの高度経済成長以

降、地価の急激な上昇に対して地代は法令(旧借地法）の

制約等もあって追随し得なくなり、特にバブル期の異常

な地価の高騰に対しては、地価との相関関係は全く希薄

なものとなってしまいました。 

もっともその後、バブルがはじけ地価が急落していっ

たこともあり、以前ほどの極端な乖離はなくなりました

が、これにつられて借地権としての借り得という強みも

以前よりは薄れてきたようです。 

ところで、地代の改定(増額)は、旧借地法においても

公租公課の増徴等の経済変動を論拠にされることから、

その一定倍率を乗じた額によって地代の改定を要求する

ケースが多くなりました。地代収入に占める必要諸経費

が、主に公租公課であることを論拠として、地代値上げ

に当たっての説得力を有することとなったものといえま

しょう。 

 

(2) 公租公課の推移について 

土地に対する公租公課は、その土地利用すなわち地上建

物等の用途によって異なる課税がなされており、宅地につ

いては、さらに非住宅用地(商業地等の業務用地)と住宅用

地に分け、住宅用地は更に小規模住宅用地と一般住宅用地

とに分けて課税されています。 

税額は、「その年度の課税標準額×税率」により算定さ

れますが、その課税標準額については、３年に一度評価替

え(見直し)が行われる評価額に基づき、用途や負担の増減

等に配慮して調整が行われてその年度の課税標準額が確

定されているのですが、さらに、住宅用地についての課税標

準額は、住宅という生活の基盤であることに配慮し、小規模住

宅用地（1住宅200㎡以下）と一般住宅用地（1住宅200㎡超

の部分）に分け、小規模住宅用地については、現行1/6に、

一般住宅用地については1/3に軽減されています。 

また、住宅用地以外の非住宅用地についても、小規模宅

地については20%の軽減をする等の税額軽減措置がとられ

ているのが実情です。（ただし、個人又は中小企業者が所

有するものに限られます。） 

このように、宅地に対する固定資産税等の課税は複雑に

なっており、その宅地の税額等を調べることは簡単にはい

きません。厳密にはその年度の課税にかかる納税通知書に

添付される「課税明細書」を基にしなければその宅地の個

別の税額は把握できないのです。 
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商業地等の宅地と住宅用地の課税のしくみ（令和６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「図表№6」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1  総務省  土地に係る負担調整措置の概要【宅地等に対する固定資産税の課税の仕組み (令和 6年度～令和 8年度 )】より抜粋。 

注2  住宅用地、雑種地、一般山林等の課税標準額は、評価額（又は評価額×住宅用地特例率）と〔 A〕のいずれか低い方。  

 商業地等の宅地の課税標準額は、評価額×70%と〔 A〕のいずれか低い方。ただし、前年度の課税標準が評価額の 60%未満で〔 A〕が評価額×60%を超え

る場合は評価額×60%、前年度の課税標準額が評価額の 60%～ 70%の水準にある場合は前年度課税標準額に据置き。  

なお、〔 A〕が評価額（又は評価額×住宅用地特例率）×20％を下回る場合は、評価額（又は評価額×住宅用地特例率）×20％に引上げ（＝〔 B〕）。  

注3 据置年度においても、地価が下落し課税上著しく均衡を失すると認める場合、評価額を下落修正することができる。
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（公租公課の近時の推移）  

前述のとおり、土地の公租公課は、原則、３年に一度評価

替え(見直し)が行われる評価額をもととするその年度の課

税標準額により課税されますが、地価の上昇等を反映してそ

の評価額も上昇すると、その評価額に対するストレートの課

税は負担増となることに配慮し、一定の減額特例等の調整措

置を行った「課税標準額」によって課税されています。 

従来、その一定の調整措置等によって、課税標準額は地 

価が上昇時にも相当低位に抑えられてきたので、バブル崩壊

後における地価の下落を反映してその評価額は下げられた

としても、課税標準額はさらにその評価額よりも下回ってい

たというのが実態でした。 

 このため、その評価額の一定水準に達するまでは課税標準

額を引き上げざるを得ないということで、バブル崩壊以降、

地価が下落局面に転じているにもかかわらず、固定資産税等

の課税標準額は引き上げられてきました。 

 特に、「土地基本法」制定による平成４年の公的土地評価

の均衡化・適正化を受けての固定資産税評価額の大幅改正が、

平成６年度から実施されたことに伴い、固定資産税も大幅な

増税となりました。 

 これにより地価が下落傾向にもかかわらず、固定資産税等

の公租公課は平成８年度まで上昇する状況となりました。 

そして、平成９年度の基準年度において、ようやく地価の

下落が反映されることになり、評価額の引き下げが行われま

した。これを受けて、特に商業地の公租公課も平成９年度以

降は減額されることとなったのです。 

この減額はその後６年間続いたのですが、景気回復等を受

けて、平成15年度からは微増傾向となり、こうした傾向は平

成19年度頃まで続きました。 

 なお、住宅地の場合は、この間の減額も微減であり、増

額も微増で僅少な推移となっています。 

 平成18年頃から地価が上昇傾向になったことを受けて、

平成21年度の評価替え年度には非住宅用地も住宅用地も評

価額が上昇しました。 

 但し、負担増の軽減措置により、税額への影響は緩和さ

れており、平成24年は景気の低迷期にもあたり、評価額は

再び下落に転じました。幸いにも、平成21年の税負担急増

土地に係る条例減税制度のおかげで、変動はそれほど大き

くなく、概ね横ばいの状況で継続しています。 

ただ、ここ最近は地価の上昇に伴って、平成29年時点で

は横ばいであった地点も、平成30年からは評価替えにより

土地の公租公課が上昇に反転する地点も多くなってきてい

ます。そのため公租公課が上昇したとして、増額改定がな

されている事例も多くみられるようになりました。  

その後も令和に入り、固定資産税評価額や課税標準が上

昇していましたが、令和3年度分に限ってはコロナ禍の影響

から、固定資産税については、固定資産税評価額が上がっ

た土地については前年度と同額に据え置かれ、固定資産税

評価額が下がった土地については下がった評価額に基づく

課税がなされました。ただ、据え置きは令和3年度のみで、
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令和4年度及び令和5年度の税額が引き上げられたケースが

多く見られました。また、令和6年度の事例も確認したとこ

ろ、それらの税額も大幅に引き上げられていました。  

 

(3) 継続地代（支払ベース）の公租公課に対する倍率 

従来より、地代の改定は、その原価 (必要諸経費)であ

る公租公課の増徴を理由とし、その公租公課の一定倍率

によって改定額を決定するケースが多い実態にありまし

た。このため、地代改定にあたっての適正地代の鑑定評

価においても、賃料評価に定められる一般的な四手法（差

額配分法・利回り法・スライド法・賃貸事例比較法）の

他に、検証手段として「平均的活用利子率による方法」

や「公租公課の倍率法」が広汎に採用されてきました。 

そして、第11回の調査（平成15年調査）より、そうし

た地代市場の実態を踏まえて公租公課の倍率についても

調査をしています。  

商業地と住宅地の用途別における東京都 23区全体の

「公租公課の倍率」を見ると次のとおりです。 

東京都23区における今回調査の単純平均倍率を見ると、

48頁の「別表№4-1」に示すとおりであり、 

  令和6年1月～4月現在においては 

   商業地系 ･･･ 3.83倍 

  住宅地系 ･･･ 4.13倍   

となっていました。 

また、東京都23区の各事例の倍率を合計し、それを事例

数で除することによる平均倍率は、以下のグラフとおり、 

商業地系 ･･･ 4.38倍 

住宅地系 ･･･ 4.24倍 

  となっていました。 

なお、商業地系の中央値は4.1倍、住宅地系の同値は4.0

倍となっていました。 
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平均値が2種類出てくるため念のため補足すると、 

「23区単純平均値」は、各区の平均倍率を算出し、その合

計を倍率事例を有する区の数で除しているものであるの

に対し、「平均値」は、各事例の倍率を合計し、その合計

を倍率を有する事例総数で除したものとなります。 

 

また、前回（令和3年1月1日現在）の調査の東京都23区

単純平均倍率は以下の通りでした。 

   商業地系 ･･･ 4.05倍 

  住宅地系 ･･･ 4.32倍 

 

今回は前回調査に引き続き、商業地系、住宅地系ともにその

倍率が若干低下していますが、公租公課の上昇があったにも

かかわらず、地代は据え置きの事例も多かったことも要因

と考えられます。その他、前回調査と同一地点の事例とは限

らず、地域により事例数や倍率の平均値に偏りが出ているこ

と、また、事例が存在しない区もあり、連続性が損なわれ

ていることは否めません。 

ところで、公租公課倍率法は、表面的には、税額の何倍

ということで、わかり易い反面、土地の利用状態によって

金額が大きく左右されます。というのは固定資産税が土地

利用によって大きく左右されるためです。また、一体画地

のうち、一人の借地人が純粋に商業用（非住宅）で使って

いたとしても、他の借地人が居住用で使用していた場合に

は、画地全体が小規模住宅として課税されているというケ

ースもあります。 

税制をより深く知って頂くことと、周辺の用途と対象地

の用途が同じであるか等を確認する作業が重要になりま

す。 

かつては、公租公課の倍率を単純に考えて他の当事者と比較して

問題なかった時代もあったのですが、昭和後期から平成に入り、大

きな税制の変化がありました。 

具体的には、公租公課が地域の地価水準だけでなく、現実に建っ

ている「建物の用途(住宅・非住宅)等」によっても大きく税額が変

わってくるようになってきたのです。 

固定資産税の住宅用地特例を年代順に示すと以下の通りです。 

昭和48年度 住宅用地特例創設  特例率1/2                     

昭和49年度 小規模住宅用地特例創設 特例率1/4                 

平成 6年度 住宅用地特例拡充 小規模住宅用地 特例率1/4→1/6  

平成 6年度 住宅用地特例拡充 一般住宅用地  特例率1/2→1/3  

注）商業用の店舗でも住宅等が併用されるものであれば、その程度

に応じて住宅用地や小規模住宅用地の適用対象となり、緩和が受け

られます。 

長い契約期間のうちには建替えや建物の用途を変更することも必

要となる場合があります。そういった当事者に税の知識がないと、

思わぬ混乱が生じる場合があり得ます。 
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例えば、小規模住宅の公租公課は、 

・固定資産税評価額×0.1667程度の課税標準を基準に税額が算定

されますが、これが非住宅(事業用)に建替われば、 

・固定資産税評価額×0.6～0.7程度の課税標準となりますので、

住宅用地と非住宅用地では最大4倍近く公租公課の査定が変わる可

能性があります。もちろん、個人や中小企業の場合には別の特例等

もありますので、単純にそれほど上がらないこともあるのですが、

いずれにしろ住宅や店舗併用住宅を完全な非住宅の店舗に建替える

と、固定資産税が相当程度高くなるので、公租公課倍率だけを基礎

に地代の交渉をしていると、税額に連動して地代が著しく高額に査

定されてしまう可能性がありますのでご注意ください。 

そういった意味で、現実の用途が非住宅用途の事例と、併用住宅、

完全な住宅利用の場合では公租公課倍率はどのように変わってくる

のかという点に関しても、前回調査から検討をしてみました。 

その東京都23区における今回調査の単純平均倍率（各

区の平均倍率を合計し、倍率事例を有する区の数で除し

たもの）を見ると、49頁の「別表№ 4-2」に示すとおり、 

  令和6年1月～4月現在においては 

   非住宅用途  ･･･  3.19倍 

  併 用 用途  ･･･  4.95倍 

 住 宅 用途  ･･･  4.04倍 

また、今回調査から分布図を作成し、東京都23区にお

ける公租公課倍率の分布状況を確認できるようにしまし

た。各事例の倍率を合計し、その合計を事例総数で除し

た平均値等は、以下のとおりである。 

   非住宅用途  ･･･  3.67倍 

  併 用 用途  ･･･  4.53倍 

 住 宅 用途  ･･･  4.44倍 
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非住宅用途の公租公課倍率の分布図を見ると、2.0～3.0

倍の範囲で一つのピークが見られ、 6.0～7.0倍の範囲で

もう一つのピークが見られました。ただ、後者の範囲の

事例の多くは、大規模画地の一部の土地で対象は確かに

非住宅用途で利用されているものの、大規模画地内の他

の土地の利用が住宅等であるがために、土地全体が小規

模住宅課税で公租公課税額が低めとなり、公租公課倍率

が高めに算出されているものが多く含まれていました。

以上のことから、契約が非住宅用途であったとしても、

土地の公租公課が住宅地並み課税となり、非住宅用途の

公租公課倍率分布図においても、倍率の二峰性の分布を

確認することができました。 

なお、住宅用途の公租公課倍率の分布図を見ると、4.0

～5.0倍の範囲がピークとなっていました。非住宅用途と

比べて倍率が若干高めとなっていますが、その理由は、

これらの事例の大半が住宅用地の減額特例により、住宅

用地の課税標準額が商業地にみられる非住宅用地のそれ

より著しく低位水準に抑えられていることから、公租公

課も低位となっていることに起因すると考えられます。 
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４．月額支払地代と土地価格と更新料について 

今回新たな試みとして、更新料と月額支払地代並

びに土地価格との関係性も調査しました。  

具体的には、その事例の更新料は、①月額支払地

代のおよそ何ヶ月分なのか？また、②土地価格のお

よそ何％を授受しているのか？を、平均値と中央値

とともに以下のグラフにおいて可視化しています。  

 

① 東京都23区における今回調査の更新料の月額支払

地代に対する平均倍率と中央値を見ると、 

    商業地系 ･･･ 45.6倍(平均値)、31.8倍(中央値) 

住宅地系 ･･･ 76.6倍(平均値)、74.9倍(中央値) 

となっていました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書籍を購入していただいだき、内容

をご確認いただければと思います。 

書籍のご注文は東京都不動産鑑定士

協会へお願い致します。 

書籍版には更新料の分布図が掲載されています。 

 

 

書籍のご注文は公益社団法人 東京都不動産鑑定士協会へ連絡をお願い

致します。 TEL:03-5472-1120 
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②  東京都23区における今回調査の更新料の土地価

格に対する割合の平均値と中央値を見ると、  

    商業地系 ･･･ 3.7%(平均値)、2.9％(中央値) 

住宅地系 ･･･ 3.8%(平均値)、3.7％(中央値) 

となっていました。  

 

商業地系の①②双方の分布図においては分布の二

峰性が確認されましたが、この理由として考えられ

るのは、いくつかの事例で更新料と同時に建替承諾

料や条件変更承諾料、または名義変更料などの授受

がなされた記載があり、これらの金額が二番目のピ

ークに混在してしまっている可能性があります。  

実務上、更新を機に建て替えや売却などを検討さ

れることもありうるので、そういった実情に即した

結果が反映されているものと考えられます。  

なお、ご注意いただきたいのは、商業地系の平均

値は 3.7％でしたが、その水準にはそれほど事例は多

くなく、むしろその両サイドの事例のほうが多いこ

とが確認されました。そのため、平均値だけに着目

するのではなく、中央値等や分布の状況を合わせて

ご確認いただきたいと思います。  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ここで いう土 地価格 とは 、路線価 を 0.8で割戻した 所謂地価 公示ベ

ースの価 格です。そのた め 、現実の取 引価格 水準よ り は割安と なって

いる可能 性があ ります 。  

書籍版には更新料の分布図が掲載されています。 

 

 

書籍のご注文は公益社団法人 東京都不動産鑑定士協会へ連絡をお願い

致します。 TEL:03-5472-1120 

 

 

書籍版には更新料の分布図が掲載されています。 

 

 

書籍のご注文は公益社団法人 東京都不動産鑑定士協会へ連絡をお願い

致します。 TEL:03-5472-1120 
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 おわりに  

以上、「継続地代の実態調べ」の概要について述べて

きましたが、今回は地価も固定資産税も相当に上昇して

きています。  

一応、政策的意図等から、税の特例措置が継続されて

いて、税負担は高度商業地であっても年に 1割以上は上昇

させないことになっていますが、直近の 3年間の 23区の課

税標準を分析すると、全体として、商業地系では 10％強

の上昇、住宅地系では 10％弱の上昇していました。その

ため、例年よりは地代改定を実施した事例が多く見られ

ました。  

こうした事例がどのように改定されているかを確認す

ると、代表例としていくつかのパターンがあります。  

一つは、地代の改定はあらかじめ決めた算定式に則っ

て一年前に改定される場合。  

例えば、「改定賃料＝（従前の賃料 -従前賃料決定時の

公租公課）×変動率 +賃料改定時の公租公課」という式が

あります。変動率は契約によって様々ですが、消費者物

価指数や企業物価指数などの変動率で適切なものを契約

当事者の合意の上で定めることがあります。  

もう一つは、3年毎の固定資産税の評価替えの時期、あ

るいは過去の 10年分・ 20年分・ 30年分の差額を更新時期

に大幅に改定するような事案も多く、長い間横ばいを保

ちながらも、時折大幅改定していくケースです。この際

に、公租公課倍率を參考にすることがあります。  

特に、宗教法人による住宅用地の借地は、公租公課の 3

倍で決定されることが多く、本書の事例の中にもそれら

が含まれています。  

なぜ 3倍かというと、法人税施行規則第 4条により住宅

地については公租公課の３倍以下であれば収益事業に該

当しない「低廉な地代」とみなされ、法人税が課せられ

ない仕組みとなっています。もともと住宅不足を解消す

るという至上命題があり、低廉で貸し出せば公益事業と

認める制度が設けられたわけです。  

そのため、寺社等公益事業者が地権者の場合には、公

租公課の３倍以下の地代であっても争いとなる例は少な

いです。  

一方で、このような恩典が与えられず、法人税や所得

税が課せられる地主にとっては、低廉な「住宅用地」の

公租公課の３倍以下の地代では、とても不動産投資とし

ての採算がとれるものではないのが実情でしょう。  

そんな中でも、多くの寺社の事例等に引っ張られて地

代が低廉に抑えられ、これが相場と認識されている例も

あったりします。  

勿論、一般法人や一般個人は寺社等とは異なる水準で

あるべきということで、投資として適切な高い倍率ない

しは利回りで貸されているものも多くあります。  

このような様々な事情が混在した事例の平均値が今回

のものである点にご留意頂ければと思います。  

また、商業地系では、あまり税制面でも恩典が与えら
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れていない非住宅の事例と、小規模住宅の恩典が与えら

れている店舗付住宅の事例とが混在していますので、同

じ公租公課倍率であっても、土地に対する利回りは大き

な差異があります。  

このように、単に公租公課倍率のみをみても、適切な

地代の査定を行うことはできません。一つの指標だけに

目を向けるのではなく、活用利子率や、その他契約の経

緯、権利金・更新料の授受等当事者の権利意識等も十分

考量し、複眼的な見方をされることにより、より適切な

地代水準のあり方を探ることができるのではないかと考

えます。  

本書を取纏めた私共でさえも、高い地代もあれば安い

地代もあり、どれを参考にすればよいかわからない状況

にも陥りがちです。低廉な地代であっても他に使い道が

無いので地代が安くても合理性があるという地主や、反

対に商業地で本来であれば自らがもっと有効活用ができ

るにも拘わらず、土地を貸しているが故に全く採算が取

れないと、不満が蓄積している地主もいらっしゃいます。  

また、借地人にしても、権利金を払った覚えがないに

も拘わらず、長年借りているので借地権があるのだから

低廉なままでなければならないと主張する方もいれば、

権利金を払っていないし割安な地代なのだから今回の値

上げは致し方ないと値上げに応じる借地人もいらっしゃ

います。  

その他、「定期的に更新料を払っているか。」といっ

たことによっても当事者の借地権に対する認識に大きな

違いが生まれてくるでしょう。  

これらが長年にわたって継続すれば、事例間の地代に

大きな差が生じてくるのは当然なのかもしれません。  

様々な契約当事者の様々な経緯の事例が羅列されてい

ますが、いずれも現実の賃貸事例であります。  

これらが収集されている本書に、皆様のさらなる緻密

な分析が加わることによって、社会の何かしらのお役に

立つようになれば、これに勝ることはありません。  

                 

         以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


